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【要　旨】欧州では、2000年に｢生涯進路指導｣が提唱されて以来、進路指導サービスの質保証が重要なテー
マの１つになっている。フランスでも2008年に教育高等評議会によって、専門機関の提供するサービスへの
政府介入が消極的であり、必要なサービスにアクセスできる可能性が低いことが報告された。このような中、
教員との連携のもとで中等教育の進路指導を牽引してきた進路指導心理相談員（COP）は厳しい批判にさら
されている。本論では、政府文書の分析と関係者へのインタビュー調査によってCOPの公役務をめぐる議論
を整理することで、進路指導の質保証の論理と実践を明らかにし、その有効性と限界について吟味する。進
路指導サービスの質を改善するための論理としては、①自発的統制、②市場原理の導入、③公権力によるコ
ントロールの３つがあり、フランスでは第三の路線に基づく事前規制が採用されてきた。その中心は｢アク
セスの条件｣の保証と、｢サービスを提供する職員の資格｣の管理であったが、COP個人の自律性を幅広く認
めたため、｢サービスの内容｣の統制は緩やかなものになった。特に、国家免許状による一律的な質保証を目
指した1991年の改革は、｢心理士｣の資格付与による職務の偏向をもたらし、政府によるコントロールの空洞
化に拍車をかけたとされる。こうした反省から、政府は事後監視に舵を切り、進路指導サービスに評価を導
入する方針であるが、進路の｢振り分けの結果｣を評価に直結させようとする姿勢に、COP側は強く反論し
ている。しかし、両者の意見対立の背景には、質保証の問題を超えた、COPと教員との関係の変化という極
めてセンシティブな事象が潜んでいると考えられる。
はじめに
　本論の目的は、フランスにおける進路指導サービスの質保証の現状について、進路指導心理相
談員（COP:conseiller d’orientation psychologue）の役割をめぐる諸論議を読み解くことで検討し、
その有効性と限界を明らかにすることである。
　ボーダレス化が進行し、労働市場の流動性が飛躍的に高まった現代社会では、若者の進路支
援は各国が協力し取り組むべき主要なテーマの１つを形成している１。EU諸国における議論
の端緒は、2000年12月、欧州連合がビアリッツにおいて発表した『欧州覚書』（Le mémorandum 
européen）である。そこでは、｢生涯進路指導｣（orientation tout au long de la vie）という新たな概
念が提唱され、｢欧州全土において、教育訓練の提供に関する良質の情報、および相談に各人が
容易にアクセスできるように留意すること｣ が定められた２。以来、欧州各国では若者の職業社
会への移行を改善する手段として進路指導が注視され、特に ｢進路指導サービスの質｣（qualité 
des services d’orientation）が再考されるようになっている。
　例えば2003年の欧州委員会（commission européenne）とOECDによる報告でも、進路指導サー
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表１　インタビュー調査の概要
回 答 者 氏 名 職　　名 インタビューの場所 インタビュー の日時
① ル （ーClaudine ROUX） ONISEP教育･情報媒体部長 ONISEP（パリ近郊ローニュ）2009年９月25日
② ロアレ（Even ROARER） INETOP所長 INETOP（パリ５区） 2009年９月23日
③ アメル（Antoinette HAMEL） CIO所長 パリ11･12区担当CIO 2010年３月16日
④ ジャルジャ（Guy JARJAT） COP リヨン市リリウー CIO 2010年３月14日
⑤ プルティエ（Danielle POURTIER）ACOP-F代表 CIO Médiacom（パリ６区）2010年３月17日
※  ONISEP（Office national d’information sur les enseignements et les professions）：国立教育・職業情報局。国民教育省の管轄
下にある進路情報の作成･普及のための機関。
※  INETOP（Institut national d’études du travail et d’orientation professionnelle）：国立労働･職業指導研究所。国内最大の進路
指導研究機関であり、またCOPの養成機関でもある。
※ACOP-F（Association des COP de France）：進路指導心理相談員の職能団体
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ビスの改善が喫緊の課題であるとされ、アクセス、内容、提供者、財政、戦略的経営を効率化し、
サービスの目標と実際の公共活動（action publique）との隔たりを解消するための方策が模索さ
れている３。また、2008年の欧州連合理事会（Conseil de l’UE）の報告では、①国家･地域･地方
のレベルでサービスを提供する多様なアクター間の調節、②質が保証されたサービスへの全ての
市民のアクセス、の２点が基本原則として掲げられた４。
　こうした欧州の動向を受けて、フランスでも進路指導サービスの質に関する議論が活発化して
いる。2008年の教育高等評議会（Haut conseil de l’Éducation）の報告では、政府がサービスへの
介入に対して消極的な姿勢であり、必要なサービスにアクセスできる可能性が低いことが強調さ
れた５。こうした状況を改善するため、個々のサービスの質を向上させると同時に、利用者や年
齢に応じて細分化･複雑化している進路支援ネットワークを再整備することが要求されている。
　上記のような文脈の中で、とりわけ個々のサービスの質の担保という点で批判にさらされて
いるのが、情報･進路指導センタ （ーCIO: Centre d’information et d’orientation）およびその職員で
ある進路指導心理相談員（COP）である６。フランスの教育法典では、｢進路相談、および教育
……職業資格の取得、職業、就職口、職業的展望に関する情報を受ける権利は、教育への権利の
一部を成す｣７と定められおり、国家は進路支援の公役務（service public）を担っている。全国に
配置されたCOPはその中核的存在として、教員との連携のもとで中等教育の進路指導を牽引し
てきたが、近年その存在意義が再検討されつつある。
　本論では、まず進路指導サービスの質保証の手法を整理する。その上で、COPの職務を政府
がどのように管理してきたか、またそこで何が問題とされており、いかなる改善策が提案されて
いるのかについて考察し、質保証の論理と実践を解明する。
　研究方法としては、政府側から出された公的文書を主たる手がかりとして、進路指導サービス
に関する政策を提示する。同時に、関係者に対するインタビュー調査（半構造化面接法）の結果
をもとに、各アクターがそれらの政策をどのように捉えているか分析し、COPの職務をとりま
く議論を紐解いていきたい。インタビュー調査の対象は表１に示す通りである。
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１．進路指導サービスの質保証に向けた３つの道
　ボラ（Isabelle Borras）とロマニ（Claudine Romani）は、世界の多様な国家において発達した
質を改善するための論理を①自発的統制、②市場原理の導入、③公権力によるコントロール、の
３つに整理している８。本節ではこの三路線について概観した上で、フランスの進路指導におい
てはどの路線を採用してきたか検討する。
（1）自発的な職務規範の明確化
　第１の路線は、進路指導サービスを提供する専門家集団が職業倫理や職務に必要なコンピテ
ンシーの指標を明示し、自らに課することによって質を統制する（contrôle-qualité）というも
のである。この路線を採用しているのはカナダであり、関係者が綿密な協議を重ねて『カナ
ダにおけるキャリア発達の専門家のためのガイドブック』（Guide canadien pour les professionnels en 
développement de carrière）を作成している。
　フランスにおいては、COPの職能団体（ACOP-F）が、結成の目的の１つとして｢職業の道徳
的重要性（les intérêts moraux）を擁護し、進路指導･情報サービスの発展に貢献する｣９ことを掲
げており、職務に関する一定の枠組みを提供している。2005年には、｢１ .私たちの進路指導の
考え方｣ ｢２ .学校における特殊な立場｣ ｢３ .進路指導のための場所CIO｣ ｢４ .COPの養成｣ の４
つに分けて勤務上の心構えを規定しており、例えば ｢２｣ では ｢COPは心理士としての職業倫理
規範に従い、個人の尊重と職業上の秘密に責任をもつ｣ と記されている10。
　もっとも、｢職業倫理規範｣ がそれ以上詳細に明示されていないことに象徴されるように、こ
の枠組みは非常に抽象的かつ大まかなものである。COPの専門性や職務に必要とされるコンピ
テンシー等にも触れられておらず、規範の遵守も努力義務にとどまることを考慮すると、質の統
制に大きな役割を果たしたとは考えられず、実際、COPは個人の自律性が著しく高かった。
（2）市場メカニズムの導入による競争
　第２の路線は、利用者に対する有料の進路指導サービスを発展させ、私的機関の間で、あるい
は私的機関と公的機関との間でサービスを競合させることによって、質の維持および向上をはか
ろうとする方法である。いわば、新自由主義に依拠した、市場化による質保証といえるであろう。
確かに、完全市場における私的機関の競争は、提供されるサービスの幅や利用者の選択の幅を拡
大する可能性がある。しかし、進路指導を ｢公役務｣ として捉える限り完全な民営化はあり得ず、
政府は業務に関する一定の規制を設けざるを得ない。したがって、成立するのは特殊な市場であ
り、その中で質の改善がどこまで期待できるかは慎重に吟味されなければならない。また、本来
は公益に属するサービスに積極的に金銭を支払う利用者が果たしているのかといった点も疑問視
されるという。
　こうした問題を考慮してか、フランスにおいては第２の路線は政策として採用されていない。
しかしながら、近年ビジネスとして進路指導を行う私企業が出現しており、それがCOPの在り
方に影響を与えているとの指摘は注目に値する。例えば、『ルモンド教育版』では、大手学習塾
のアカドミア（Acadomia）が2007年５月から進路相談を５時間につき420ユーロで提供するサー
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ビスを開始したことが紹介されている11。相談を担当する社員は第１水準の資格を有しており、
これはCOP免許状と同一水準にある12。若者に現実に就職可能な職業
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
を提案する企業の進路相談
は人気を博しており、COPの職務と競合関係にあるとの見解が示されている。
　他方で、COPのジャルジャ氏は、企業による進路指導サービスとCOPの公役務は本質的に異
なるものであり、両者は競合関係にはないと主張する。
　｢お金によって恵まれた人々を引きつけることは容易です。しかし、それは金銭的に最も恵ま
れない人のための公役務を放棄することに帰着し、裕福な人々のために、進路指導の商業化を促
進することに帰結します。｣13
　したがって、上流階層の進路支援に関しては、企業とCOPは競合する可能性を否定できない
ものの、COPの公役務は何らかの困難を抱える生徒･家庭の支援に重点を置いており、両者のも
つ社会的意義には顕著な差があるといえよう。ターゲットとする市場が異なるため、競争原理は
機能せず、質保証の効果も極めて限定的であると推察できる。
（3）政府の規制によるコントロール
　第３の路線は、予算を監督する政府、すなわち公権力が中心となって、｢管理規則｣（normes 
de gestion）を設けることで質を｢標準化｣（normaliser）するというものである。この規則を満た
すことが、公役務を担う進路指導機関として承認され、財源を付与されるための絶対条件であり、
ゆえにこの規則はサービスを提供する職員の質に関する内容も含んでいる。
　こうした政府によるコントロールは、①サービスの内容、②アクセスの条件、③サービスを提
供する職員の資格、の３つに分類される。また規制の策定にあたっては、進路指導サービスを提
供する多様なアクターを横断する包括的な規則を設けるか、あるいは機関ごとに専門化された規
則を設けるかが問題になる。
　フランスにおいては、相対的にみて三路線のうちこの路線が中心であるが、利用者の特性に応
じてサービスが複雑に細分化されているため、各機関それぞれに関係法令が適用されてきた。し
かし、教育高等評議会が報告しているように全般的に拘束力が弱く、とりわけCOP個人の自律
性を重視したため、３つのうち ｢①サービスの内容｣ に関しては細かい規制が策定されなかった。
例えば、1971年にCIOが創設されたときに定められた、進路指導相談員（現在のCOP）の職務
に関する指針は、次の４点のみである14。
ａ．継続的な観察が行われる教育課程の中にある生徒の進路指導と学習活動を援助し、彼らが
学校生活に適応できるよう支援する。
ｂ．生徒を自らの能力に最も適した教育コースに導く。
ｃ．生徒の個性の開花に貢献する。
ｄ．国家の需要や社会的・経済的進歩との調和をとりながら、生徒の職業選択を支援する。
　1980年と1991年にもCOPの地位に関する法令が制定されたが、いずれも同レベルの規制にと
どまっており、職務の大部分は慣習的に決定されてきたといってよい。その原因については後段
で検証するとして、まずは ｢②アクセスの条件｣ と ｢③サービスを提供する職員の資格｣ に関し
て、政府がどのようにコントロールしてきたかに言及したい。
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２．COPに関する政府の事前規制
（1）アクセス条件に関するコントロール
　①｢地理的近接｣によるアクセスの保証
　COPが所属するCIOの特徴の１つとして、大学区長の権限下で設置されており、中央レベ
ルでの統括機関をもたないことが挙げられる。｢1973年５月５日の政令｣ においても、CIOの活
動方針は県単位で決定されることが明記されている15。これは、利用者との｢地理的近接｣（la 
proximité）の原理に基づき、利用者から近い場所で進路指導を実践することを重視したためであ
る。並行して、各COPが担当校に介入し、生徒と直接対面して進路相談を行う制度もサービス
へのアクセスを容易なものにしてきたといえよう。
　その一方で、こうした ｢地理的近接｣ のため、国民教育省の管轄する学校教育において進路指
導サービスが｢周縁的地位｣（marginalité）に置かれてきたのも事実である。すなわち、COPは
国家公務員であるにもかかわらず地域に対して責任を負っており、それがある面では国家レベル
の政策や方針に背を向けることになってきたとされる。こうした矛盾を解決するために、2003年
には進路指導サービスを各大学区に完全に移転し、COPを地方公務員化することが計画された。
この方策について、ジャルジャ氏は ｢進路指導サービスに関する意思決定は、現場からできる限
り遠くないほうがよい｣ として賛意を示している16。
　しかしながら、同様の意見は少数にすぎず、現実にはCOP側の反対によって移転計画は頓挫
した。2005年の全国調査では、COPの95％が希望する地位として国家公務員を挙げており（地
方公務員は0.6％）、また国家がサービス財源に責任をもつことが望ましいとの回答も84％に達す
る17。つまり、国家による質保証の範囲内において、地方分権を進めることには一定の限界があっ
たといえよう。
　②遠隔サービスによるアクセスの保証
　そこで近年進められつつあるのが、遠隔サービスを活用した進路指導の再集約と内容統一であ
る。情報コミュニケーション技術の発達により、｢地理的近接｣ はもはやアクセスを保証する唯
一の手段ではなくなった。知識基盤社会の中で高まりつつある情報への需要に応えるため、進路
相談においても効率性の向上が求められており、電話やインターネット･ポータルの活用が模索
されている。
　アミアン、ボルドー、リモージュ大学区では、2009年５月から新たな遠隔サービスが実験的
に開始された18。生徒はチャット、電話、電子メールを通じて情報提供や進路相談を受けること
ができ、問題を抱えた一部の生徒のみCIOにおいて対面式の面談を受ける。メゾヌーヴ（Marie-
Laure Maisonneuve）によると、この制度は、COPが学校現場に定期的に直接介入する従来のシ
ステムを根本的に変える可能性を秘めている19。
　もっとも、国立教育・職業情報局（ONISEP）のルー氏はこうした見解に対して否定的である。
氏によると、遠隔サービスで実施されるのは、情報提供の最初の段階（premier nivaeu）だけであ
り、その内容も個人的な相談というよりは、教育制度や進路状況などの一般的な質問に答えるこ
とを想定しているという20。ウェブ上や電話でのファースト･コンタクトの後は、従来の対面式
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での支援が見込まれる。
　しかしながら、COPの採用者数が年々減少していることを考慮すると21、メゾヌーヴの推測も
一定の信憑性を有する。COPの職能団体も、情報へのアクセス保証は職務を決定づけるもので
はなく、COPの役割の本質は ｢伴走支援｣（accompagnement）にあるとして、新サービスの導入
に強く反対している。団体代表を務めるプルティエ氏によると、COPの仕事とは ｢ピンポンの
試合｣（une partie de ping-pong）のようなものであり、生徒と直接向き合い、活発に対話する中
でこそ課題解決に向けた筋道が示されるという22。また、ジャルジャ氏も ｢相談状況の複雑性を
考慮することに対して目をつむってしまう｣ ため、このサービスは有用でないと主張する23。２
人の懸念は、アクセスの質を重視するあまり内容の質を軽視することで、サービス全体の質の低
下につながってしまうことである。
（2）サービス提供者の資格管理
　1971年にCIOが創設されたとき、職員である進路指導相談員の資格も定められたが、資格に
求められるコンピテンシーは明記されず、専門性に乏しかったとされる。２年間の養成課程が設
置されてはいたが、何らかの学士号を取得している者は履修を免除され、採用試験のみによって
相談員の職に就くことが認められていた24。
　このような背景から、1980年代以降、相談員の役割をより明確にし、専門性という不確定要素
を除去するために、職能団体（現在のACOP-F）は心理士（psychologue）の地位を要求している。
当時、就学から職業生活への移行期間の長期化、個人の進路の多様化などの影響を受け、相談
員の職務の中心が ｢教育コースへの振り分け｣ から ｢プロジェクト構築の支援｣ に移りつつあっ
た25。非指示的カウンセリングなど心理学的技法の重要性が増しており、相談員側からの要求は
理に適っていたと考えられる。
　結局、政府は心理士の肩書の付与により、相談員に複数の機能性が備わるとの判断から、こ
の要求を受け入れた。こうして、ジョスパン法（1989年教育基本法）のもとで施行された 
｢1991年５月20日の291号政令｣ によってCOP国家免許状（DECOP: diplôme d’État de conseiller 
d’orientation psychologue）が創設されたのである26。同時に、COPの新たな養成課程が整備され、
心理学の学士号を取得した上で選抜試験に合格することが入学条件とされた。閉鎖的な養成課程
を修了することで取得できる国家免許状には、①候補生の選抜、②心理学的能力の発達、③社
会的地位の向上という３つの機能によって、COPの一律的な質保証を実現することが期待され
た27。
　しかしながら、こうした質保証は果たして有効に機能し、COPの提供する進路指導サービス
の質を保障
4 4
しているのであろうか。この点について、国民教育省は非常に懐疑的である。すな
わち、学校評価高等評議会の報告書によると、職能団体は機能的な理由から心理士の地位を要
求したのに、実際にはCOPは ｢心理士の肩書を誇示するようになった｣ というのである28。COP
は、その職務を３つのファクターに分類したとき、①｢心理士｣（psychologue）、②｢相談員｣
（conseiller）、③｢進路指導員｣（d’orientation）の順に優先されるとみなしている。つまり、心理
4 4
士が相談員や進路指導員の役割を果たす
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
という考え方であり、これは進路指導員や相談員が新た
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
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に心理士の専門性を備える
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ことを想定した政府の意図に反する。両者の立場の相違は進路指導心
理相談員の略語にも反映されており、政府が“COP”と表記するのに対して、｢心理士｣のファ
クターを特に重視する職能団体は“CO-P”と表記している。
　同評議会は、こうしたファクターの逆転現象を ｢心理士という観念の堕落｣（dévoiement de la 
notion du psychologue）と呼ぶ29。｢心理士｣ というレッテルがCOPの提供するサービスの内容を
偏ったものにしているという意味である。表２－１と表２－２は、COPが自らに近いと考える
職業領域と職種を示したものである。衛生士や心理士といった職業が上位にあるのに対し、自ら
が｢情報提供者｣ あるいは ｢教育者｣ であるとの意識は共有されていない。
　表２－３に示されるように、この傾向はCOPの任務にも影響を与えている。進路相談が最
も重視される一方で、｢情報提供｣ はそれより下位にあり、｢進路への教育｣（EAO:l’éducation à 
l’orientation）30に関してはかなり消極的である。この実態について政府は、養成課程の教育内容が
心理学に偏向しているため、職業社会の仕組みや現状をCOPが正確に理解しておらず、進路情
報の提供に支障をきたす一因になっていると分析する。COPが心理的支援という ｢過去から相
続したイメージを改めず、多様な分野における雇用の実質的機会を充分に強調しないことにいか
なる理由があるのか｣ という批判は、政府側のこうした不満を端的に表しているといえよう。
　しかしながらCOP側は、上記の政府批判は根拠を欠くとして強く反論している。プルティエ
氏は1991年以前もCOPの95％は心理士の資格を保持し、心理学を自らの専門とみなしてきたの
であり、国家免許状の導入のせいにするのは筋違いであると指摘する31。また、大部分のCOPは
過去に何らかの職業に従事した経験をもっており32、雇用市場に精通していないとの見解も正し
くないとしている。
　さらに、CIO所長のアメル氏は、政府をはじめ多くの人々に ｢若者に対して進路情報を与えれ
ば進路指導として十分であるという素朴なイデオロギ （ーidéologie naïve）｣ があると述べている。
この点について、｢ブリキ加工業（chaudronnerie）に就きたくないが、賃金を得るためにその仕
事を探している若者｣を例にCOPの役割について次のように説明する。
「ブリキ加工業の業界においてどのような就職口があるか情報提供するのは私たちの仕事で
しょうか。そうであれば、確かに心理学の専門性は必要ありません。しかし、人生というの
は情報によってのみ構築されていくわけではありません。私は若者がなぜその職業に就きた
くないか、進路相談によって明らかにします。そこには、経済的理由、固定観念、偏見、家
庭のストーリー、職業ヒエラルキーにおける位置など様々な要因があります。それらを解き
ほぐすことで、彼らの職業的表象（représentation professionnnelle）を構築していくのが私の
任務なのです。」33
　COPの職務は、若者が適切な進路を選択できるように表象を構築するという ｢教育的次元｣ 
（dimensions éducative）にあり、そのために心理学の専門性が必要とされる。しかし、それが ｢素
朴なイデオロギー ｣ の裏側に隠されてしまっているというのが氏の主張である。
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表２－１　COPに近い職業領域
（％）
表２－２　COPに近い職種
（％）
表２－3　COPの重視する任務
（４段階）
職 業 領 域 割合 職　　　種 割合 任　　　務 評価
衛生士 29.0 臨床心理士／学校心理士 25.8 進路相談 3.84
社会的･文化的介入の専門家 19.0 雇用及び社会移行の相談員 17.6 プロジェクト作成の支援 3.81
社会･経済的介入の専門家 18.0 社会活動への介入者 11.3 生徒と家庭への情報提供 3.72
継続教育訓練の専門家 12.0 職業訓練の相談員 8.1 生徒の学習の観察 3.27
初期教育訓練の専門家 8.0 教育者、教育的介入者 6.8 社会移行の準備 2.95
管理運営職 6.0 普通教育の教員 4.8 進路への教育（EAO） 2.88
情報伝達･連絡の専門家 6.0 情報管理の専門家 4.7
※職業領域および職種の分類は、国立雇用局（ANPE）の職種･職業実用目録（ROME）に基づく。
出典： ACOP-F, CNAM-INETOP, Les Activites professionnelles des conseillers d’orientation psychologue résultats de l’enquête nationale, 
2006, pp.92-112.
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３．進路指導サービスの評価―事前規制から事後監視へ―
（1）COPの自律性と事前規制の空洞化
　これまで確認したように、フランスにおける進路指導サービスの質保証は、様々な葛藤や対立
を孕みつつも、国家による事前規制を中心に展開されてきた。しかしながら、今日最も問題視さ
れている点は、COPが広範な自律性を有するために、職務に関する規則が緩やかなものになら
ざるを得ず、提供されるサービス内容の統一が実現しなかったことである。政府は1991年の改革
によるCOPの資格管理がサービス内容にまで大きな影響を及ぼしたと論じているが、その要因
も内容面での規制の欠如に求めることができよう。
　COPの自律性の源、それは学校制度から相対的に独立した地位にある。ギシャール（Jean 
Guichard）によると、1960年代末に制度設計がなされた折、学校内部に相談員を直接配属させる
か、独立機関に配属させるかが議論の焦点となったが、その際にアメリカのスクール･カウンセ
ラーの実態をふまえて判断がなされたという34。すなわち、彼らは各学校に配置され、学校長の
指揮･監督権限のもとで活動したため、進路指導以外の多様な業務に動員されることも多く、本
来任務に勤務時間の50％以上割くことができる者はほとんどいなかった。また、学校への帰属心
から、カウンセラーが自校の宣伝屋（les agents du publicité）になってしまうこともあり、それが
生徒の不信を引き起こす一因にもなっていたとされる。
　以上のようなアメリカの状況を踏まえ、フランスでは相談員は中立的な機関であるCIOに配
置されることになった。ゆえに、COPは学校に適用される様々な法令や制度から離れて自由に
行動することができたのである。さらに、｢地理的近接｣ の原則を尊重して画一的な統制を避け
たため、諸法令も職務の大枠を示すにとどまり、COPがどの教育機関に介入し、具体的に何の
活動を行うかが明確化されなかった。そして、1991年に定められた新たな地位はCOPを専門職
化し、自由の範囲を拡大させたのである。
　しかしながら、COPの自律性は提供されるサービスの質の不安定性と表裏一体の関係にある。
学校評価高等評議会は、社会から孤立したCOPの不明確な立場は、｢個々人に依存した、絶えず
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流通的で多様化された曖昧な関係を有機的に生み出し｣35てきたと指摘する。COPが歴史的慣習
と個人の価値判断に依拠して活動してきた結果、COP間のチームワークが消滅し、CIOは組織
的に機能してこなかった。事実、ジャルジャ氏も ｢常に変化するCOPの職務は多様であり、我々
の上司（CIO所長）であっても、職務の範囲を定めることは難しい｣36ことを認めている。
　こうした安定に欠けるサービスを長年にわたり疑問視してきたのは、生徒の将来的な進路先で
もある企業社会であった37。特に企業側は、COPが心理的分析に偏ったサービスばかり提供して
きたことに対して批判的である。また、職務の多様性はCOP自身にとっても重荷になっている
可能性がある。2005年の調査では、COPの自らの職務に対する不満の原因は ｢役割の不均質性
（hétérogénéité）｣（19.0％）が第１位を占めている38。
（2）評価によるサービスの ｢事後監視｣ に向けた動向
　現在、企業社会や家庭からの厳しい注文に応える形で、COPの職務に関する質保証の在り方
が見直されつつある。不安定性と多様性の解消に向けて、その役割や他の進路指導機関との関係
などを再定義する必要があるが、ある程度の自律性を維持するためには過度の画一的統制は望ま
しくない。そこで、効果的であると考えられているのが事後監視、すなわち進路指導サービスの
評価を強化することである。
　国家権力から相対的に独立して活動するCOPは、自らの提供するサービスに対する評価、お
よびそれに基づくコントロールを受けてこなかった。学校評価高等評議会によると、COPは 
｢リーダーをもたず、法的な拘束を受けず、結果を評価されない｣ ばかりでなく、｢自らの活動
に関する中央行政からの命令は全く役に立たないとみなしている｣ という39。こうした文脈の中
で、サービスに対する適切な評価の導入が審議されているが、特に次の３点が議論のテーマに
なっている40。
ａ．評価の実施者：COP自身か、利用者か、財源の提供者か
ｂ．評価の対象：情報提供･進路相談･伴走支援といった個々のサービスか、それらのサー
ビスの総体か、サービスを提供する機関か、サービス･ネットワーク全体か
ｃ．評価の基準：利用者の満足度か、アクセスの条件か、サービスの効率性か
　いかなる評価方法が妥当かについてはさらなる議論の展開が待たれるが、ｂに関してはネット
ワーク全体を評価する方向性が有力である。冒頭で論じたように、利用者のニーズに応じて細分
化されてきたフランスの進路指導サービスであるが、今後システム全体の再構成が予想される。
国立労働･職業指導研究所（INETOP）所長のロアレ氏によると、進路指導のみならず金銭的援
助や健康指導など多様な側面からの支援を ｢統一窓口｣（guichet unique）に一本化することや、
年齢や校種をまたぐ形でサービスの継続性を維持し、生涯を通じて若者に伴走する体制を整える
ことが検討されている41。それは、いわばタテおよびヨコの連結を確保し、サービスの効率を改
善しようとする試みであるが、COPの評価もこのような潮流の中で実施される可能性が高いと
思われる。
　ただし、留意しなければならないのは、生徒の進路選択の ｢結果｣ がそのままCOPの提供す
るサービスの評価に直結するわけではないということである。この部分をCOPは特に危惧して
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おり、ジャルジャ氏は次のように述べている。
　｢家庭･企業･政府は、COPが進路指導の専門家だからといって、一般的な進路問題全て
の解決を私たちの進路相談に押し付ける傾向にあります。しかしながら、進路相談によって
非常に複雑で入り組んだ社会問題を解決することは難しいのです。｣42
　希望進路に進めるかどうかは社会構造や経済状態に左右されることが多く、進路相談という教
育的営みの射程外にあるにもかかわらず、COPはしばしば批判対象とされてきた。プルティエ
氏も ｢経済問題、教育問題、雇用問題がしばしばCOPの責任にされている｣43ことを憂いている。
したがって事後評価にあたっては、進路指導におけるCOPの役割を再定義して明示した上で、
その役割に限定して責任を追及していくことが望ましいと考えられる。
おわりに
　本論では、COPの職務に焦点を当て、進路指導サービスに対する質保証の論理と実践を明ら
かにした。政府による職務のコントロールという論理に基づき、資格管理を中心とする実践が行
われていたが、個人の自律性を重視したため、サービス内容に関して緩やかな統制にならざるを
得なかった。その結果、職務が ｢心理的支援｣ に偏っており、利用者や関係者のニーズに応えて
いないというのが、政府の見解である。
　全国調査のデータをふまえると、｢職務の偏向｣ という批判には一定の妥当性がありそうだが、
果たしてそれは ｢心理士｣ の資格付与に起因するものなのか。即断は避けるが、政府批判の背景
には、教員との関係性の変化という事象があるように思われる。
　1989年のジョスパン法は、進路指導モデルを ｢機械モデル｣（modèle de la machine）から ｢人
間モデル｣（modèle de l’humain）に転換させ、進路指導への教員の参加を強化した44。かくして
教員とCOPとの連携と分業が本格的に始まるわけであるが、同時にそれは様々な軋轢を生じさ
せることにもなっている。その典型が1996年に導入された ｢進路への教育｣（EAO）をめぐる問
題であろう。教育課程基準において、EAOを教育チーム（l’équipe éducative）に担わせ45、その
中心に担任教員を据えたことは、それまでEAOの実践成果を水面下で蓄積してきたはずのCOP
の関与を弱めることになった。教育的進路指導の担い手として教員を想定する国民教育省の政策
は、理念としては自然であるかもしれないが、実態においてはCOPとの関係を微妙にしている。
これに拍車をかけているのが、COPの人員不足という深刻な課題である46。
　さらにそれ以外にも、COPは様々な職務上の障壁に直面している。COPの心理的支援に対す
る教育行政･企業･家庭の不信、有償で進路指導サービスを提供する営利企業の台頭に象徴され
る私事化のプレッシャーなどである。しかし、政府報告書はこうしたCOPの窮状には全く触れ
ず、事前規制の範囲外にあるCOPの自律性を集中的に非難している。確かに、若年層失業率や
ドロップアウトする生徒の割合の高さを見る限り47、COPの進路支援が期待された効果を発揮し
ているかには疑問の余地がある。だが、｢COPの病理｣（Malaise chez les conseillers d'orientation）
を解決することなく、進路指導の ｢結果｣ の責任を一方的に負わせることは、果たして正当であ
ろうか。
　今後、現状を改善するためには、教員とCOPとの連携･分業というシステムの在り方そのも
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のを見直すか、このシステムを維持しつつ、それがうまく機能するように条件整備を施すことが
求められるが、国民教育省の目指すべき方向は前者に近い。
　第１に、COPの資格管理を通じた職務のコントロールがうまくいかず、サービス内容のバラ
ンスを損なわせる一因となったとの判断から、事前規制ではなく事後監視を導入しようとしてい
る。進路指導の評価を強化することで、｢進路相談｣（カウンセリング）という機能を重視して
きたCOPの自律性を制限しようとする意図がうかがえる。
　第２に、COPの任務の重点を ｢進路情報の提供｣ にシフトさせることを検討しており、三大学
区では新たな遠隔サービスが実験的に導入された。このオンラインによる情報サービスは、対面
式の面談を必ずしも前提としない。
　第３に、これまでCOPが担ってきた進路指導をEAO、さらにはその発展形である ｢職業と教
育制度の発見行程｣（PDMF: parcours de découverte des métiers et des formations）という形で顕在
的カリキュラムに明示し48、教員に担わせる基本構想を描いている。2006年以降、新規採用者数
を半減させたため、COPの総数は純減しつつあり、｢その存在は将来的には消滅する｣49ことに
なるであろう。
　しかしながら、COPの果たしてきた職務を教員が担うことの是非･可能性については、充分
な議論がなされていない。教員に進路指導（職業指導）を実施する専門的能力が欠如しているの
ではないのかという議論は、第三共和政期（1871－1940）からなされており50、古くて新しい問
題である。現在でも、フランスの教員養成は教科指導に特化したカリキュラムになっており、進
路指導に関する内容は含まれていない51。他方、デンマーク、オランダ、ギリシャなど多くの欧
州の国々では、従来から教員しか進路指導の相談員になり得ないと考えられてきた52。その点で、
COPという専門家が進路指導サービスの中軸を担うフランスの制度は特徴的であったが、その
独自性は現在大きな曲がり角にあるといえよう53。
付記：本研究は科研費（研究活動スタート支援23830120）の助成を受けたものである。
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